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1970 年三重県生まれ。京都大学で南海トラフ巨大地震前後の西南日本における地震活動の活発化の研究を行ない、1998
年博士（理学）の学位取得。日本学術振興会特別研究員を経て、1999 年海洋科学技術センター（独立行政法人海洋研究開
発機構の前身）の研究員、2012 年から同・主任研究員。海洋研究開発機構では、地球シミュレータなどを用いた地震発生
の繰り返しのシミュレーションを活用して、巨大地震の多様性メカニズム解明や地震発生予測システム構築に向けた研究を
進めるとともに、巨大地震発生の原因や切迫度の評価指標を見いだすため、沈み込み帯の堆積物が陸側に付加して地殻を形
成していく過程の数値実験や砂箱室内実験等を用いた研究を行っている。また、2011 年度からは、地震調査研究推進本部
の長期評価見直しのための海溝型分科会（第二期）の委員を務めている。
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1981 年　　　東京工業大学大学院理工学科修士課程修了
1981 年４月　農林水産省　入省（水産庁漁港部建設課）
1991 年４月　水産工学研究所水産土木工学部漁港水理研究室主任研究員
2011 年４月　現職
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　1963 年 6 月生まれ。1986 年 3 月東京大学工学部土木工学科卒業後運輸省に入省し、港湾技術研究所水工部防波堤研究
室に配属。1994 年 4 月水工部主任研究官。同年 11 月より 1 年間、英国ブリストル大学に留学。2000 年 4 月水工部耐波
研究室長。2001 年 4 月独立行政法人港湾空港技術研究所海洋・水工部耐波研究室長。2008 年 7 月国土交通省関東地方整
備局横浜港湾空港技術調査事務所長。2010 年 4 月より現職。
　防波堤の耐波安定性に関する研究等に従事し、新形式防波堤の開発や変形を考慮した防波堤の耐波設計法の確立に取り組
む。2011 年の東日本大震災に際しては、被災直後から釜石港、大船渡港、相馬港などにおける防波堤の津波被災の現地調
査を行うとともに、被災原因の究明と粘り強い防波堤構造の研究を行っている。
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1983 年３月　　武蔵工業大学工学部土木工学科卒業
同年４月　　　　神奈川県庁入庁（土木部河港課）
以後、神奈川県の土木技術職員として河川、ダム、海岸、道路関係の所属を経験し、2012 年 4月から現職。
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1953 年　東京都文京区本郷に生まれる
　　　　　東京大学工学部土木工学科卒業、東京大学助教授、横浜国立大学教授などを経て現職
　　　　　工学博士（東京大学）
専門：海岸・海洋工学、沿岸域防災、建設社会学
著書：「3.11 津波で何が起きたか」（早稲田大学出版部刊）2011、「Coastal Processes」 (World Scientific 刊）2009 年、「建
設技術者の倫理と実践―増補改訂版」（丸善刊）2004 年、建設社会学（山海堂刊）1996 年、沿岸域防災に関する論文多数
受賞：｢International Tsunami Award｣（Tsunami Society International）2012、｢出版文化賞｣（日本沿岸域学会）
2012、｢工学教育賞｣（日本工学教育協会）2008、｢CEJ Award (the best paper award in 2007｣（JSCE）、2008 など
　津波、高潮、高波に対する沿岸域の被災機構を解明する研究を現地調査、数値予測、水理実験により進めている。2004
年のインド洋大津波、2005 年のハリケーン・カトリーナ高潮、2006 年のジャワ島中部地震津波、 2007 年のサイクロン・
シドル高潮（バングラデシュ）、2008 年のサイクロン・ ナルギス高潮（ミャンマー）、2009 年のサモア諸島沖地震津波、
2010 年のチリ地震津波、同年のスマトラ島沖地震津波（メンタワイ諸島）、2011 年の東北地方太平洋沖地震津波、2012
年のハリケーンサンディー高潮（米国ニューヨーク）などの事例の現地調査を行っている。

　1967 年 11 月東京都生まれ。1991 年東京大学工学部土木工学科卒業、1996 年同大学院工学系研究科土木工学専攻博
士課程修了。日本学術振興会特別研究員、東京大学助手、同助教授として、閉鎖性海域の環境予測・評価技術の開発に関す
る教育・研究に従事する。2002 年より横浜国立大学大学院工学研究院助教授、2009 年同教授として、引き続き閉鎖性水
域の水環境問題に取り組むと同時に、2004 年のインド洋大津波や 2010 年のインドネシア・メンタワイ諸島地震津波等の
開発途上国における沿岸防災に関する調査や津波・高潮数値予測の高度化に関する研究に従事する。2011 年の東日本大震
災に際しては、学術合同津波調査グループの一員として、東北から関東のほぼ全域における津波災害調査を行い、特に地元
東京湾における調査研究に力を入れている。専門は海岸工学、環境水工学。
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講演資料（1）

独立行政法人海洋研究開発機構　地震津波・防災研究プロジェクト　データ解析グループ　サブリーダー

「南海トラフの巨大地震・津波研究から見た東京湾・
相模湾に津波をもたらす地震のポテンシャル」

講師：堀　高峰
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沿岸漁業と津波防災

要旨
1．はじめに
　三陸沿岸は豊かな漁場であることから水産業が発展してお
り、基盤としての漁港は 300 以上ある。2011 年３月 11 日、
全漁港に津波が来襲し、漁船、防波堤・係留施設等基本施設
の被害に加えて、荷さばき・製氷、冷凍、加工等の機能施設
が壊滅した。被害を受けた漁港は 319 漁港、被害額 8230
億円にも上っている。漁船、養殖、共同利用施設などを含む
と 1 兆 2,454 億円に及ぶ。特に岩手、宮城、福島県では、
小型漁船の９割が漂流・消失し、漂流物、養殖施設の残骸な
どのガレキが広域に分布し、漁業再開、漁場の復旧作業が困
難な状況に陥った。過去の津波被害と比較しても、これほど
広域的で甚大な被害はない。
　水産庁は水産復興マスタープラン（漁船、漁港漁場、流通
加工、漁村、養殖等の復旧・復興）を昨年 6 月に策定し、復旧・
復興事業が行われている。昨年 10 月までには漁港周辺の海
中ガレキ等はほぼ撤去された。復旧事業等により、係留施設、
泊地等の機能確保が進められている。現在では、多くの市場
が再開され、漁業も全てではないが、再開されている。小型
漁船は、補正予算・無償提供などにより増加している。
　水産総合研究センターは、調査船による被災地への緊急支

援に加えて水産業復興・再生のための調査研究開発推進本部
を設置し、水産庁水産業復興プロジェクト支援チームと連携
をとり、①水産庁の復興計画への技術的助言 ②必要な調査・
研究の実施 ③失われた関係県の研究開発機能回復への支援
などを実施してきた。また、当センター東北区水産研究所に

「水産業復興・再生のための調査研究開発現地推進本部」を
置き、被災県や水産庁と連携し、①漁業現場の課題に対す
る即応的解決、②漁業の早期再開のための技術開発、③食の
安全や漁業復興のための科学的なデータの収集という視点か
ら、関係機関と協力して震災復興に向けて種々の取り組み（が
れき調査、沿岸・沖合域水産資源・海洋環境、沿岸漁場・養
殖場環境、岩礁藻場と水産生物などへの影響実態及びその後
の変化について調査）を行っている。
　本報告では、漁港の被災状況、津波外力による構造物の被
災メカニズムの解明、海底ガレキに関する調査結果、漁場の
状況等について紹介する。

2．漁港の被災状況と構造物被災メカニズム
　まず漁業根拠地である漁港の被災事例（田老漁港と女川漁
港）の事例、津波高さと被災施設（防波堤）の関係、防波堤
に作用する津波外力について紹介する。田老漁港（岩手県）
では、防潮堤の破堤及び防波堤・岸壁（直立消波式）被災、
陸上施設全壊となった。防波堤に関しては、沖防波堤は被災
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せず、その背後の防波堤が全壊で最大 150m 程度港内側に
散乱していた。沖防波堤より細い防波堤が津波外力に耐えら
れず、被災したと考えられる。岸壁については、重量の軽い
直立消波式が被災し、それ以外の形式の岸壁は被災を免れた。
いずれの被災も第１波の押し波時に被災したと推察される。
女川漁港は、湾口部の防波堤の全壊、岸壁の大規模な被災が
生じている。押し波時に被災した箇所もあるが、当漁港で
は引き波による被災が顕著であった。このように異なった状
況での被災は、津波来襲特性と地形・構造物配置等によるも
のと考えられる。田老漁港のように港内に防波堤が散乱する
ケースが多く見られたが、このような被災が起こると漁港内
の静穏性を維持できないばかりでなく、船舶が利用出来なく
なり、船による災害支援、復旧が困難になることから、被災
直後から撤去作業が始まった漁港もあるようである。このよ
うなことから、重要な施設については、津波に対しても安定
な構造を設計する必要がある。こうしたことから、被災した
防波堤についてその諸元と津波高さについて検討した結果、
津波高 5m 以下になると大きな被災が無くなることがわかっ
た。さらに、現地調査結果、数値計算等により、防波堤に作
用する津波外力を算定する式を作成し、これを被災・未被災
を含む防波堤施設に適用したところ、正解率は 80％程度と
なり、従来手法より、再現性が高いことがわかった。この算
定式により、津波に対しても安定な構造を設計出来る目途が
たった。

３．海底ガレキ
　先に述べたように、津波により養殖施設をはじめとした海
面に浮かべる施設が破壊されたり、車、船、家屋などが海域
に大量に流出・沈降した。このため、船舶の航行、災害復旧
作業、養殖・漁業再開に大きな支障となった。漁港や港湾周
辺でのガレキ撤去は比較的早くから行われたが、養殖場や漁
場はその面積の広さやガレキの分布情報がない状況下では、
素早い対応は不可能な状況であった。当センターは 2011
年５月から、岩手県山田湾、宮城県石巻沿岸海域において、
海底ガレキの分布計測を音響機器により行い、ガレキマップ
を作成した。この情報を両県に提供し、海底ガレキ撤去事業
を支援した。また、宮城県と連携をとり、音響機器の貸し出
し及び計測手法に関する情報交換などにより、宮城県による
広域的なガレキ分布計測を支援した。計測は、遊漁用に市販
されている安価なサイドスキャンソナーによる計測（水深
30m 以下）とより詳細に計測出来るマルチビームソナーを
用いた計測を行った。前者については安価で操作が容易なの
で、計測からマップデータ作成までのマニュアルを作成し、
漁業者を含めた多くの人が計測出来るようにウェブサイトで
の公開や水産総合研究センター主催の技術セミナー開催など
を行った。実際に海底ガレキ撤去事業が行われた岩手県山田
湾では 2011 年 11 月とガレキ計測から半年弱期間が空い
たため、ガレキは移動したりして一致しない箇所が比較的多
く、ガレキ撤去に関しては、ガレキ計測と撤去の時間差をな
くすことが重要であることがわかった。

4．漁場における被災状況（平成２３年度水産庁漁場復旧対
策支援事業「被害漁場環境調査事業成果の概要」より抜粋・
要約）
　東日本大震災のために東北沿岸において漁業の基盤である
岩礁藻場、内湾性藻場、干潟消失が多数あり、ウニ、アワビ、

アサリ等の磯根資源に多大なダメージを与えただけでなく、
稚仔魚期の魚類の生息場所も消失した。このため、藻場・干
潟、沿岸漁場や養殖場等の実態とその回復状況とともに、有
害物質等による沿岸漁場への環境負荷状況を明らかにするた
めに、多くの調査を実施した（青森・岩手・宮城県、当セン
ター他）。その調査結果の一部を紹介する。
　岩礁藻場では、宮城県での調査によると、特にエゾアワビ
稚貝はアラメの被災跡、海底の巨岩や転石のかく乱、浮泥の
堆積が見られた場所では個体数密度が低かった。福島県での
磯根漁場では、海藻群落の損傷も少ない状況であった。一方、
砂泥域に分布するアマモは大規模に消失した箇所があるもの
の、一部残存しており、魚の成育場となりえる環境が残って
いるものと推察された。
　宮城県仙台湾沿岸砂泥域でのアカガイ、コタマガイ、ウバ
ガイの生息状況を確認した結果、アカガイは震災前と同様な
分布状況にあり津波の影響をあまり受けていないこと、コタ
マガイでは分布に偏りがあることが確認された。ウバガイの
順調な生育が確認されたが、漁場は地盤沈下と瓦礫の影響で
漁業再開は困難という状況にあった。また、仙台湾では、貝
毒プランクトンの休眠細胞の分布が津波来襲後に大きく変化
したことから、広域的な土砂移動・拡散（泥）が生じたこと
が推察される。
　岩手県 5 湾で水質、底質環境項目の分布を把握した。震
災前 ( 晩夏 ) での調査結果と比較すると震災後に堆積物の
COD 等有機物関係項目の値が湾奥で低下した海域や湾中央
や湾口で上昇した海域が認められ、調査時期の違いはあるも
のの津波の影響で底質環境が大きく変化している可能性が示
された。

5．東日本大震災など津波災害から学ぶ
　当センターの活動のごく一部を紹介したが、未曾有の被害
であり、現在でも復旧の途上にあり、多くの課題を残してい
る。当センターでは多くの課題に関して継続的な検討を行っ
ている。東日本大震災を含むこれまでの津波被害から学ぶこ
とは、やはり人命第一で安全な場所への迅速な避難であろう。
更に被災後の円滑な支援活動や早期の復旧作業、漁業再開な
どのためには基幹的な施設（防波堤、岸壁）などが津波に耐
えられる構造となっていることが必要であろう。防潮堤に守
られていない水際線に接する漁港内については、大きな津波
ではなくても浸水が生じることから、素早い避難が可能な避
難施設、避難路の確保が急務であろう。
　東京湾の周辺部は市街地が広がっており、港湾施設や防
潮堤などの耐津波対策に加えて、防潮堤に守られていない
ウォーターフロントなどが数多く散在することから、先に述
べた避難施設、避難路に加えて、避難情報伝達施設などが不
可欠と考えられる。また、津波による大型船舶漂流対策やガ
レキ発生による海上交通阻害に対する事前・事後対策も重要
であろう。さらに東日本大震災では、東北沿岸では津波来襲
後多くの地域で火災が発生した。このことに関しても、検討
を進められているようであるが、特に大都市では大規模な燃
料貯蔵施設、可燃性資材保管場所、工場などが沿海部に多い
ことから、火災発生を抑制する対応策などが重要であろう。
また、津波に伴う大規模な土砂移動が発生し、海域の環境が
激変する可能性も否定出来ないことから、東北沿岸での海域
環境の推移等を見ながら、どのような変化があり、その後推
移するかを検討することも重要である。
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講演資料（3）

独立行政法人港湾空港技術研究所 海洋研究領域長

「港湾施設の津波被害とその対策」

講師：下迫 健一郎
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講演資料（4）

神奈川県県土整備局 河川下水道部 流域海岸企画課長

「新たな津波浸水予測図と防災対策に
ついて」
講師：鈴木　勲生
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講演資料（5）

早稲田大学教授／横浜国立大学名誉教授／神奈川県庁津波浸水想定検討部会長

「津波の予測と減災戦略」

講師：柴山　知也
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パネルディスカッション

〈テーマ〉
「東京湾・相模湾での防災・減災を

どのように考えるか？」

コンビ－ナ　　佐々木  淳  横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授
パネリスト　　講師５人（堀 高峰、中山哲嚴、下迫健一郎、鈴木勲生、柴山知也）
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